
 

 

事 業 報 告 

2022年４月１日から 

2023年３月31日まで 

 

１．会社の現況に関する事項 

(１) 事業の経過及び成果 

当事業年度は、新型コロナウイルス感染症の大きな波は到来したものの、緊急事態宣

言などの行動制限がなかったことから、消費は徐々に回復傾向となりました。「月例経済

報告」（2023 年４月）によると、「家計調査」や「商業動態統計」などから、個人消費は

緩やかに持ち直していると考えられており、先行きについてもウィズコロナの下で持ち

直していくことが期待されると述べられています。「全国百貨店売上高概況」によると、

2022年の百貨店売上高は前年度実績から 14.7％増加したものの、2019 年度比 6.6％減、

2018年度比 12.2％減とコロナ禍前との比較では依然乖離があります。 

当地下街においては、2022 年３月後半のまん延防止等重点措置の解除後は徐々にテナ

ント売上、客数とも回復傾向となり、新型コロナ第７波、第８波によるコロナ感染者数

の増加などマイナス要素はあったものの、10 月の外国人観光客に対する入国規制の上限

撤廃や国内旅行支援の恩恵もあり、全体としては一定の回復が見られました。しかし、

不安定な国際情勢による原材料の供給面の制約や諸物価の高騰、また人手不足等による

経営環境の悪化や消費マインドの低下といった課題に直面しており、コロナ禍前との比

較では依然厳しい状況が続いています。  

こうした状況の中、当社においては、地下街運営事業者（阪急阪神ビルマネジメント

㈱）と緊密に連携し、地下街収入の安定的な確保を図るとともに必要な設備更新を行い

安全で快適な地下街空間の実現に努めてまいりました。 

 地下街施設管理においては、設備更新（電気・機械設備など）を「中期経営計画」に

基づき着実に実施するとともに、施設管理事業者との緊密な連携のもとで不断の点検を

確実に実施するなど安全で快適な施設の維持に努めており、大きな事故、不具合なく当

年度を終えることができました。 

当期の業績は、売上高は 12億 87百万円、前期比１億 35百万円(11.7％)増となりまし

た。内訳としては、地下街収入が 12 億 42百万円、前期比１億 10百万円(9.8％)増、地

下街収入を除くその他収入が 44百万円、前期比 24百万円(125.4％)増となりました。 

地下街収入のうちテナント賃料収入は９億 34百万円、前期比 58百万円(6.6％)増とな

りました。これは、昨年度（第１四半期）は新型コロナウイルス感染症拡大による休業

期間（休業日数 43日）の固定賃料の減免により大きく収入が落ち込んだことによる反動

増などによるものであります。 

費用については、売上原価は９億 73百万円、前期比１億 38百万円(16.6％)増となり

ました。増加の要因は、租税公課 28 百万円(98.9％)増、水道光熱費 56百万円(42.8％)

増、広告宣伝費 19百万円(32.4％)増等によるものであります。租税公課の増加は昨年度

受けておりました新型コロナウイルス感染症に係る固定資産税・都市計画税の軽減措置

が無くなったことによるものであります。水道光熱費の増加は原燃料の輸入価格上昇に

よる小売価格の上昇によるものであり、広告宣伝費の増は、昨年度はコロナ禍の影響で

削減していた販売促進費を例年の水準に戻したことによるものであります。 

以上の結果、営業利益は２億 45百万円、前期比 0.9百万円(0.4％)増、経常利益は２



 

 

億 17百万円、前期比２百万円(1.3％)増となり、税引前当期純利益は２億 11 百万円、前

期比 18百万円(8.0％)減となりました。経常利益が前年比増であるにもかかわらず税引

前当期純利益がマイナスとなっておりますのは、昨年度特別利益として計上しておりま

した休業・時短営業に対する大阪府からの協力金(17百万円)が無くなったことによるも

のであります。これに法人税等及び法人税等調整額を加味した当期純利益は、前期比２

百万円(1.5％)増の１億 96 百万円となりました。 

資金残高については、前期比で 48百万円(2.5％)減少し、19億 27百万円となりました。 

 

   (２) 設備投資の状況 

当期に実施した設備投資総額は 98 百万円で、主なものは、高圧受変電設備更新工事、

冷却塔更新工事、構内電話交換機更新工事及び管理・防火シャッター更新工事などによる

ものであります。 

 

(３) 資金調達の状況  

当期中の所要資金は、自己資金により充当いたしました。 

 

(４) 対処すべき課題 

今後、徐々に市況は回復していくと想定しますが、当地下街はコロナ禍のダメージから

の回復途上にウクライナ影響が加わり、諸物価の高騰や人手不足などの新たな課題に直面

することとなりました。賃料収入の早期回復は期待し難く、また減退しているテナントの

出店意欲も短期間で高まる可能性は低いと考えられます。 

このような状況への対応として、地下街収入の回復を図るため、中長期の視点をもった

リーシング、賃料設定を基本スタンスとしつつ、地下街運営事業者と緊密に連携し、コロ

ナ禍の影響による期間限定の賃料減額中のテナントを中心に従前の賃料水準回復に努め

るほか、空き区画や退店リスクが高いテナントに対しましては、現況に鑑み催事契約も選

択肢に入れたリーシングを推進します。また事業環境の変化を受け、過去に実績のあるテ

ナント業態に囚われることなく、当地下街に誘致した経験のない業態もリーシング対象と

して排除せずに取り組んでまいります。 

支出面では、設備投資及び維持修繕工事ともに「2023 年度予算」や「中期経営計画」で

計画された事業及び事業総額を上限とし、安全で快適な地下街運営を図ることを前提に必

要性を精査し予防保全の考え方に基づいて計画的に実施するとともに、一般管理費につい

ても「2023 年度予算」や「中期経営計画」を上限としてより縮減に努めます。 

また、原材料価格上昇や人材難などのリスク要素を抱える中、売上高、賃料収入の回復

カーブは緩やかであり、コロナ禍を契機とした個人消費の低迷や電子商取引の伸展などに

よる地下街事業環境の悪化も懸念されるため、必要に応じ「中期経営計画」の変更につい

て検討します。 

  



 

 

(５) 直前３事業年度の財産及び損益状況 

（注1）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。 

（注2）第31期（当期）の状況につきましては、「１.(１)事業の経過及び成果」に記載のとおりです。 

 

(６) 重要な親会社及び子会社の状況 

     該当事項はありません。 

 

(７) 主要な事業内容 

地下街の経営 

 

(８) 主要な事業所 

本社 大阪市中央区南船場４丁目長堀地下街８号 

 

(９) 使用人の状況 

使 用 人 数 前期末比増減 平均勤続年数 

９名 １名減  12.9 年 

 

  

区  分 
第28期 

(2019年度) 

第29期 

(2020年度) 

第30期 

(2021年度) 

第31期 

(2022年度) 

売 上 高 1,466百万円 1,238百万円 1,151百万円 1,287百万円 

経 常 利 益 335百万円 298百万円 214百万円 217百万円 

当 期 純 利 益 295百万円 279百万円 193百万円 196百万円 

１株当たり当期 

純 利 益 
20銭 19銭 13銭 13銭 

総 資 産 7,965百万円 7,671百万円 7,475百万円 7,414百万円 

純 資 産 △10,014百万円 △9,735百万円 △9,541百万円 △9,345百万円 



 

 

(10) 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在） 

 (単位：千円) 

借    入    先 借 入 金 残 高 

大 阪 市 7,128,379 

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 1,166,592 

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 752,014 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 530,030 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 530,030 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 530,030 

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 444,497 

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 221,983 

株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 183,221 

大 阪 市 農 業 協 同 組 合 1,200,000 

株 式 会 社 大 阪 市 開 発 公 社 2,680,000 

計 15,366,779 

 

 

２．会社の株式に関する事項（2023年３月31日現在） 

(１) 発行可能株式総数    普通株式 1,500,040,000 株 

(２) 発行済株式総数     普通株式 1,500,036,800 株 

(３) 株主数               22 名 

(４) 発行済株式の総数の10分の１以上の数の株式を保有する大株主 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

大 阪 市 1,500,016,000 株 99.9 ％ 

  



 

 

３．会社の役員に関する事項 

 (１) 取締役及び監査役（2023年３月31日現在） 

地  位 氏  名 担当又は主な職業 

代表取締役社長 橋 本 佳 也  

取 締 役 山 本 博 一 総務部長兼総務課長 

取 締 役 生 嶋 圭 二 大阪市建設局 道路河川部長 

取 締 役 南 部 博 之 関西電力株式会社 理事ｿﾘｭｰｼｮﾝ本部副本部長 

取 締 役 中 窪 和 弘 大阪瓦斯株式会社 理事総務部長 

監 査 役 瓜 生 嘉 子 弁護士 

監 査 役 春 木  崇 大阪市建設局 総務部長 
 

(注1)当事業年度中の取締役及び監査役の異動  

就 任 山本 博一氏は、2022年６月20日開催の第30回定時株主総会において新たに取締役に選

任され就任いたしました。 

   辞 任 梶本 武史氏は、2022年６月20日をもって取締役を辞任いたしました。 

       生嶋 圭二氏は、2023年３月31日をもって取締役を辞任いたしました。 

 

 (２) 取締役及び監査役の報酬等の額 

    取締役   ３名  15,384千円 

    監査役   １名   1,950千円 
 

(注1)2017年６月26日開催の定時株主総会の決議による取締役報酬総額は年額30,000千円以内です

（使用人兼務取締役の使用人給与相当額は含んでおりません）。 

(注2)2006年８月31日開催の臨時株主総会の決議による監査役報酬総額は年額12,000千円以内です。 

 

 

４．会計監査人の状況 

   名 称     有限責任 あずさ監査法人 

  



 

 

５．会社の業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項 

  当社は2006年６月８日開催の取締役会において、業務の適正を確保するための体制（内

部統制システム）の整備について次のとおり決議いたしました。 

 

(１) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

   取締役の職務の執行に係る情報については、文書規程に従い、各担当部門において適

切に保存及び管理を行うとともに、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。 
 

(２) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

   会社のリスク状況の監視並びに全体的対応は総務課が行い、コンプライアンス、情報

セキュリティ、防災及び施設管理等にかかるリスク管理は担当課が行う。 
 

(３) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

   取締役会は経営計画に基づく全体的な目標を定め、取締役はその目標達成のために、

社内規則及び規程に基づく、職務権限及び意思決定ルールにより、適正かつ効率的に職

務の執行が行われる体制をとる。また、取締役会が定期的に進捗状況を評価し、改善を

促すことを内容とする、業務の効率化を実現するシステムを構築する。 
 

(４) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ、効率的に行われるこ

とを確保するための体制 

   コンプライアンス担当取締役を任命し、役員及び従業員が法令・定款及び当社の規程

を遵守した行動をとるための行動規範を定める。また、その徹底を図るため、役員及び

従業員教育等を行うこととする。こうした活動は定期的に取締役会及び監査役に報告す

る。 

また、当社は、取締役の職務執行の適法性を確保するための牽制機能を期待し、取締

役会に当社と利害関係を有しない社外取締役が１名以上在籍するようにする。 
 

(５) 企業集団における業務の適正を確保するための体制 

   該当がないため存在しない。 
 

(６) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項  

   監査役の職務を補助する組織を総務課とする。 
 

(７) 当該使用人の独立性に関する事項 

   補助者の人事異動については監査役の意見を尊重する。 
 

(８) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関する体制 

   取締役及び使用人から監査役への報告については、重大な事故又は不祥事等、会社に

著しい損害を及ぼすおそれがあるものは速やかに報告するとともに、その求めに応じて、

適宜重要な意思決定に関する説明を行う体制を整備する。 
 

(９) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

   監査役監査の実効性確保について、監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行

状況を把握するため、重要な会議に出席するとともに、重要な決裁書類等を閲覧するこ

とができる。また、監査役は、代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交

換会を開催することとする。 



 

 

事業報告に係る附属明細書 

 会社法第435条第２項に基づき報告する2022年度事業報告の附属明細書については、事業報

告の内容を補足する重要な事項がないため作成していません。 



 
 

 

 

 

 

 

 

計 算 書 類 等 
 

 

 

貸 借 対 照 表 

損 益 計 算 書 

  株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

個 別 注 記 表 

  



 
 

貸 借 対 照 表 
 

（2023年３月31日現在） 

 
（単位：千円） 

                                                                

《資　産　の　部》 《負　債　の　部》

 流　動　資　産 2,355,248  流　動　負　債 949,242

現 金 預 金 1,927,985 短 期 借 入 金 363,200

売 掛 金 149,993 未 払 金 315,326

前 払 費 用 2,785 リ ー ス 債 務 3,814

立 替 金 243,251 未 払 法 人 税 等 205

預 け 金 29,968 未 払 消 費 税 等 16,962

未収還付法人税等 252 未 払 費 用 4,659

その他の流動資産 1,011 前 受 金 83,503

預 り 金 161,571

 固　定　資　産 5,058,935  固　定　負　債 15,810,100

4,739,085 長 期 借 入 金 15,003,579

建 物 4,687,583 預 り 保 証 金 765,917

構 築 物 2,032 退 職 給 付 引 当 金 40,603

機 械 装 置 22,622

工 具 器 具 備 品 23,492

リ ー ス 資 産 3,355 16,759,343

《純 資 産 の 部》

3,585 △ 9,345,159

電 話 加 入 権 96

ソ フ ト ウ エ ア 3,247 100,000

商 標 権 242

316,264

投 資 有 価 証 券 100,000 △ 9,445,159

長 期 前 払 費 用 11,156 その他利益剰余金 △ 9,445,159

繰 延 税 金 資 産 205,108 繰越利益剰余金 △ 9,445,159

△ 9,345,159

7,414,184 7,414,184資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

 株　  主　  資　  本

資 本 金

利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

投資 その 他の 資産

金 額

有 形 固 定 資 産

負 債 合 計

無 形 固 定 資 産

科 目 金 額 科 目



 
 

                  損 益 計 算 書 
 

2022年４月１日から 

2023年３月31日まで 

 
（単位：千円） 

 
       

内　　　訳 合　　　計

1,287,111

地 下 街 収 入 1,242,311

そ の 他 収 入 44,799

973,372

313,738

68,442

245,296

4,474

受 取 利 息 1,512

雑 収 入 2,961

32,222

支 払 利 息 32,141

雑 損 失 81

217,547

5,683

固 定 資 産 除 却 損 5,683

211,863

205

14,921

196,737

金　　　　　額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

売 上 高

営 業 利 益

売 上 総 利 益

売 上 原 価

一 般 管 理 費

科 目

当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 外 収 益

特 別 損 失

営 業 外 費 用

法人税､住民税及び事業税



 
 

株主資本等変動計算書 
 

2022年４月１日から 

2023年３月31日まで 

 

                                    （単位：千円）  

 
                 

 
 
 

  

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益
剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

100,000 △ 9,641,897 △ 9,541,897 △ 9,541,897

当 期 純 利 益 196,737 196,737 196,737

－ 196,737 196,737 196,737

100,000 △ 9,445,159 △ 9,345,159 △ 9,345,159

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

株 主 資 本

純 資 産
合 計資 本 金

株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額



 
 

個別注記表 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定） 

 

（２） 固定資産の減価償却方法 

  ①有形固定資産 

   定額法 

 なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 

 また、建物については1998年度の税制改正により、耐用年数の短縮が行われていま

すが、改正前の耐用年数を継続して適用しています。 

 

②無形固定資産 

 定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づいています。 

 

③リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。   

 

（３） 有価証券の評価基準 

満期保有目的債券 

   償却原価法（定額法） 

 

（４） 引当金の計上基準 

退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、退職給付見込額のうち、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上しています。 

 

（５） 収益及び費用の計上基準 

  ①土地建物賃貸事業 

    土地建物賃貸事業は、クリスタ長堀において、保有するテナント施設等を賃貸する事

業であります。当該不動産の賃貸による収益については、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号 2007年３月30日） に従い、賃貸借契約期間にわたって「その他

の源泉から生じた収益」として収益を認識しています。 

 

②土地建物賃貸事業に係る付随事業 

土地建物賃貸事業に係る付随事業は、手数料収入等であり、「収益認識に関する会計

基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収益認識に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を適用しており、財又はサービスの支配が



 
 

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益

を認識しています。 

 

 

２．会計上の見積りに関する注記 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 繰延税金資産 205,108千円 

 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

   繰延税金資産の計上は、将来の事業計画及び収支見通しに基づいて課税所得の発生時

期及び金額によって見積もっています。 

   同事業計画は、取締役会で決定した「中期経営計画」に基づき新型コロナウイルス感

染症拡大の影響を考慮した収支見通しにより、2023 年度以降に徐々に回復すると仮定し

ています。 

   当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性があり、

実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書

類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

 

３．貸借対照表に関する注記 

（１） 有形固定資産の減価償却累計額 16,437,894千円 

（減損損失累計額 9,346,090 千円を含む） 

 

（２） 担保に供している資産及び担保に係る債務 

    ①担保に供している資産 

建  物        4,687,583千円 

 

    ②担保に係る債務 

短期借入金      363,200千円 

長期借入金     3,995,200千円 

 

 

４．損益計算書に関する注記 

売上高のうち顧客との契約から生じる収益の額 352,930千円 

 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 

 

 

 

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 1,500,036,800 株 ― ― 1,500,036,800 株 



 
 

６．税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

   （繰延税金資産）        （単位:千円） 

      

     減損損失             3,475,558 

     その他               38,229 

     繰延税金資産小計         3,513,787 

     評価性引当額          △3,308,679 

     繰延税金資産合計          205,108  

 

 

７．金融商品に関する注記 

（１） 金融商品の状況に関する事項 

当社は、余剰資金の運用については定期預金および投資有価証券に限定し、また、資金

調達については銀行借入による方針です。デリバティブ取引は行っていません。 

現金及び預金は主に普通預金及び定期預金であり、金融機関の信用リスクがあります。 

営業債権である売掛金には、顧客の信用リスクがありますが、預り保証金の受け入れ

等によって賃料等の回収不能にかかるリスクを回避しています。 

投資有価証券は、満期保有目的の債券であり、発行体の信用リスク及び市場価格の変

動リスクに晒されており、定期的に発行体の財務状況や時価等を把握しています。 

長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。これらの借入金の金利は主に５年ご

とに見直されるため、金利の変動リスクに晒されています。なお、大阪市、株式会社大阪

市開発公社及び大阪市農業協同組合からの借入金については、元金全額が劣後債権とな

っており、2035年３月までの間は固定金利による利息のみを支払うこととしています。

元金については2035年４月以降分割返済することとしており、具体的な弁済方法につい

ては別途協議することとなっています。 

 

（２） 金融商品の時価等に関する事項 

2023年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりです。 
（単位：千円） 

    

   負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 
 

 （注１）「現金及び預金」、「売掛金」、「立替金」、「未払金」、及び「預り金」については、

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省

略しています。 

（注２）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

    金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しています。 

    

 

貸借対照表
計上額

時価 差額

① 投資有価証券 100,000 99,980 (20)

② 短期借入金･長期借入金 (15,366,779) (15,238,686) 128,092

③ 預り保証金 (765,917) (748,023) 17,894



 
 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価 

   レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプ

ットを用いて算定した時価 

   レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

    

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しています。 

 

① 投資有価証券 

地方債は取引金融機関から提示された価格によっており、その時価をレベル２の時

価に分類しています。 

 

②  短期借入金･長期借入金 

借入金の時価については、元利金の合計額を、特定調停条項に基づく直近の改定利

率を加味して算定した利率で割り引いて算定する方法によっており、その時価をレベ

ル３の時価に分類しています。 

 

③  預り保証金 

預り保証金の時価については、借入金と同じ割引率で割り引いて算定する方法によ

っており、その時価をレベル３の時価に分類しています。 

 

  （注３）短期借入金･長期借入金の返済予定額              （単位：千円）  

 
 

 

８．賃貸等不動産に関する注記 

(１) 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社は大阪市において、賃貸用施設を有しています。賃貸用施設については、当社が経

営管理上一部使用しています。 

 

(２) 賃貸等不動産の時価に関する事項 

当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりで

す。 

                                     （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 
決算日における時価 

 当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高 

 4,776,613 △89,030 4,687,583 10,600,000 
  

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し

た金額です。 

（注２）決算日における時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に準じる評

価額により算出しています。 

1年以内
1年超

2年以内
2年超

3年以内
3年超

4年以内
4年超

短期借入金･長期借入金 363,200 363,200 363,200 363,200 13,913,979



 
 

９．関連当事者との取引に関する注記 

(１) 親会社及び法人主要株主等 

種 類 
会社等

の名称 

事業の 

内容 

議決権等 

 の所有(被 

所有)割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科 目 

期末残高 

(千円) 
役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

主要株主 大阪市 
地方 

公共団体 

(被所有) 

直接 

99.9％ 

兼任 

２人 

資金の借入 
資金の借入 － 長期借入金 7,128,379 

利息の支払 359 － － 

公共歩道等
の維持管理 

維持管理費 
の立替 

－ 立替金 234,915 

損失補償
(被補償) 

損失補償 
(被補償) 

5,558,400 － － 

（注１）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が

含まれています。 

（注２）取引条件ないし取引条件の決定方針等 

１．資金の借入については、特定調停条項に基づき借入利率が決定し、担保は提供していま

せん。 

２．損失補償については、特定調停条項に基づき金融機関からの借入金等に対して、金融

機関が担保物件の処分など回収努力をしてもなお回収不能が発生した場合の当該回収

不能額について大阪市が損失額を補償することとなっており、補償料はありません。な

お、取引金額は2023年３月31日現在の金融機関からの借入残高を計上しています。 

 

 (２) 兄弟会社等 

種類 
会社等 

の名称 

事業の 

内容 

議決権等 

の所有(被

所有)割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 
役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

主要株主が議

決権の過半数

を所有してい

る会社 

㈱大阪市

開発公社 

船場セン

タービル

経営・管

理業務等 

－ － 
資金の 

借入 

資金の借入 － 長期借入金 2,680,000 

利息の支払 1,608 － － 

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等 

    資金の借入については、特定調停条項に基づき借入利率が決定し、担保は提供していま

せん。 

 

 

10．収益認識に関する注記 

  収益を理解するための基礎となる情報 

  「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとお

りであります。 

 

 

11．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額     △６円23銭 

１株当たり当期純利益       13銭 

 

 



 
 

12．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 

13. その他の注記事項 

資産除去債務に関する注記 

当社の地下街施設は、道路法第 40条の規定により道路占用を廃止した場合にはこれら

の施設を撤去し原状回復する義務を有していますが、道路占用を廃止する蓋然性は極め

て低く、廃止時期を特定することができないことから資産除去債務を合理的に見積もる

ことができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。 

 

 

 

(備考) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。 


